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はじめに 

南魚沼市は、「人」「自然」「ものづくり」の大

切さを憲章に謳い、人権尊重のまちづくりを推

進しております。 

しかし、同和問題、女性、子ども、高齢者、

障がいのある人、外国籍の人などの人権に関す

る数多くの課題が依然として存在しております。

また、近年になってインターネットなどを利用

した新たな人権侵害行為も発生しております。

こうした様々な人権課題を克服するためには、

私たち一人一人が自分自身の問題として受け止

め、人権について、もう一度しっかり理解し、

考えることが大変重要であると認識しておりま

す。 

 

 

このようなことを背景に、この度実施いたし

ました「人権に関する市民意識調査」※の結果を

踏まえ、当市総合計画の中に位置づけられてい

る人権尊重社会実現に向けた基本的な考え方、

各分野の現状と課題、それに対する取組などに

関する施策を総合的かつ効果的に推進するため

の指針として「南魚沼市人権教育・啓発推進計

画」を策定いたしました。 

今後、当市はこの推進計画に沿って、すべて

の人々が、あらゆる場や機会において、人権・

同和教育を享受できるよう取組を進めるととも

に、より一層の啓発推進に努めたいと考えてお

ります。 

南魚沼市長 

計画の検証と期間 

本計画は、2014（平成 26）年度から 2023（平成 35）年度までの 10 か年の計画とします。 

また、本計画の実施状況や社会情勢の変化、新たな人権課題、国や新潟県における法律や制度の

変更などに応じた弾力的な推進を図るため、計画期間の中間年にあたる 2018（平成 30）年を目途

に、計画の中間見直しを行うこととします。 

本計画の着実な推進のため、市民の意識の変化や取組の成果把握のための市民意識調査を計画

の見直し時に併せて行い、これによって得られる以下の値を評価の指標として設定します。 
 

指  標 
現  状 

2013(平成 25)年度 

目  標 
2018(平成 30)年度

指標 1：人権問題への関心度の向上 

481.6％ 582％ 
市民意識調査で各人権問題について関心がある割合の合計値 

（「人権問題には関心がない」を除く 20 項目それぞれにおける「関

心がある」割合の合計値） 
  

指標 2：市民の前向きな意向の醸成 

63.7％ 70％ 
市民意識調査で「今よりもさらに人権が守られる」社会をつくるた

めに、自ら考え、行動したいと思う割合 

（「そう思う」「どちらかというとそう思う」の合計値） 

※人権に関する市民意識調査：2013（平成 25）年 1 月に実施。対象は満 18 歳以上の南魚沼市民 2,000 人。回

収数 849 件（回収率 42.5%）。 

 

 

あらゆる場面や機会での計画の推進 

学校、社会、家庭、地域などにおいて人権教育・啓発の機会の充実を図ります。また、企業・事

業者、市職員、市民に対する教育や啓発に努めます。さらに、市民がいつでも安心して相談できる

よう、利用しやすい相談窓口の整備等に取り組むとともに、各地域の自治組織や人権教育・啓発取

り組む団体等との連携・協働の体制強化を図ります。  
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各分野における計画の推進 

女性の人権 

● 「第 2 次南魚沼市男女共同参画基本計画」に基づ

き施策を推進します。 

● あらゆる場面における男女平等意識の啓発を推進

します など 

 

子どもの人権 

● 「南魚沼市次世代育成支援行動計画」に基づき施

策を推進します 

● いじめに対する取組を推進します 

● 子どもの人権侵害に対する適切な対応に努めます 

● 教職員の資質や指導力の向上を図ります など 

 

高齢者の人権 

● 「南魚沼市高齢者福祉計画」に基づき施策を推進

します 

● 高齢者の人権に関する啓発活動を推進します 

● 高齢者の雇用・社会参加を促進します 

● 高齢者福祉に関するサービスを充実させます 

● 市民後見人の養成を検討します など 

 

障がい者の人権 

● 「南魚沼市障がい者計画」に基づき施策を推進し

ます 

● 障がい者の人権に関する啓発活動を推進します 

● 障がい者の就労を支援します 

● 障がいの有無にかかわらず暮らしやすい社会基盤

の整備を推進します 

● 市民後見人の養成を検討します など 

 

外国籍の人々の人権 

● 外国籍の人々の人権に関する啓発活動を推進しま

す 

● 外国籍の人々の生活支援を行う諸団体との連携を

強化します 

● 国際大学との連携を強化します 

● 在留資格の有無にかかわらず外国籍の人々を支援

します など 

 

 

 

同和問題 

● 同和問題の解決に向けてすべての市民への教育・

啓発を推進します 

● 市職員・教職員をはじめとする関係機関・団体職

員の資質の向上を推進します 

● 同和問題の解決に向けた学校教育・家庭教育を推

進します 

● 同和問題の解決に取り組む企業・団体への支援を

推進します など 

 

インターネットを介した人権侵害 

● 情報モラルに関する正しい知識を深めるための啓

発を推進します 

● 子どもたちを有害な情報から守る取組を推進しま

す 

● 関連事業者や警察等の関係機関・団体との連携を

図ります など 

 

感染症患者等の人権 

● 感染症に関する正しい知識を深めるための啓発を

推進します 

● 相談対応・生活支援を推進します 

● 医療機関との連携を強化します など 

 

犯罪被害者やその家族の人権 

● 犯罪被害者やその家族の人権に関する啓発活動を

推進します 

● 犯罪の二次的被害に関して理解を深める教育を推

進します 

● 犯罪被害者やその家族の支援に取り組む関係機

関・団体との連携を強化します など 

 

その他さまざまな人権 

北朝鮮により拉致された被害者、アイヌの人々、

刑を終えて出所した人、性同一性障がい者、ホー

ムレス、新潟水俣病被害者などの人権や、性的志

向、人身取引、東日本大震災、職業選択などに関

する人権侵害、さらに新たな人権課題に関する教

育・啓発を推進します 

 

 



 

 

計画の推進体制 

庁内の推進体制 

本計画に基づいて、人権教育及び人権啓発を総合的かつ効果的に推進するために、南魚沼市役

所内の横断的な推進組織として「南魚沼市人権教育・啓発推進庁内会議」を設置します。 

この推進組織を中心として、関係部局との連絡調整を図りながら、各種施策を積極的に推進し

ます。また、必要に応じて人権課題ごとの専門部会や各課の市民相談窓口業務担当者等による連

絡会等の組織を設置します。 

 

関係機関等との連携 

本計画に基づいて、人権教育及び人権啓発を総合的かつ効果的に推進するためには、南魚沼市

役所だけでなく、国や新潟県、関係機関・団体等と連携を図ることが欠かせません。 

そこで、本計画の策定組織である「南魚沼市人権教育・啓発推進計画策定委員会」を母体として、

「南魚沼市人権教育・啓発推進計画推進会議」を設置し、この組織を中心に、関係機関・団体等と

の連携を図ります。また、必要に応じて他の関係機関や市民団体、公募市民等の委員の追加を検討

します。 

さらに、医療機関、警察、消防、民間企業・団体等、考え得るあらゆる分野の機関・団体との連

携を検討するとともに、各機関・団体とのネットワークを構築して、その活用を図ります。 
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